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分収造林契約と社会的最適伐期齢

ーある森林整備法人の事例分析一

ホ尾 {建一

The profit-sharing reforestation contract and the social optimal 

cutting ages. A case study on a local public forest corporation. 
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1960年代以降，都道府県あるいは中央政府によって，森林所有者と森林殺事ii付't人による分I1又造

林製約が推進されてきた。今日，分収造林契約は森林の社会的紋適利用を実現するための政策手

段として有用であることが知られている。 --:}j， 森林の社会的批池利用が，賃金事，水制格，

割引!.fiJ 筒例入の選好といったね:会経済的なパラメータによって変化することもまた知られてい

る。わが閣では，1960年代以降賃金ネの上昇.と;立水制fi絡の低迷が，同11寺にそして…賞して続いて

いる。しかし，こうした経済パラメータの変化にも関わらず，多くの場合，分Jj文造林按約におけ

る契約内容が変えられることはなかったO このことは，そのような契約では分収林の社会的批適

利用がもはや実現されないかも知れないということを暗示する。

本研究はこの問題に対する事例分析であり，ある森林盤1ii1iit人から提供されたデータと按数の

割引事(0.035，0.03， 0.025， 0.02， 0.015， 0.01)によるシナリオを誌に分析と考察を行う。本研

究では，これらの割引率は霊安:な意味をもっており，それは分収林の社会的最適利用を実現する

ものと見なされている O その他は市r:ll金利と比較して相対的に低いものだが，こうした紙割引

を採)Tjすることのミクロ経済学的根拠として，森林の外部性の存夜と現実社会における不確実性

の存在を指摘した。分析では，分JjJ<.林の社会的役適伐J!JJiljfiを，地位，地平IJ条件，市場までの距離，

そして将来の育林・伐出賃金~f1t 将米の林齢別立水価格の関数として表現し，ス午、とヒノキから

なる644の林分に対して，具体的に関数のパラメータを推定してこれを算出した。以上の割引率

のミクロ経済学的解釈と林分好:にパラメータを設定した計iJ!ljが本研究の特散である。

計算結果として，多くの場合，現契約における伐矧齢(スキ¥とノキそれぞれ4011"-，45年)は，

社会的最適伐JVJ齢よりもかなり短いものであることが明らかとなった。また分JI又林が伐採された

後，多くの林地が放楽されるN能性があることが明らかとなったO この結巣を主主般に，考察とし

て森林2宣伝ii法人が分Jj又林の社会的i技連平IJJlJを実現するための条件を検討した。分JI又林の伐JtJJ齢の

延長と社会的i主i盛和Jmを造林地所有者が認めること，また， 1.皮控林Jiliの管理のために，森林盤11m

法人は現契約以上の追加的支出を造林地所有者から袈求されるTIJ能性があることを示唆した。さ

らに本研究では，近年問題となっている森林殺舗法人の収支問題を，分IjJ<.林の社会的i泣適利mの

観点から考察した。計算紡糸として， 0.015以上の割引率では，林分毎の伐矧i~令の綱殺を行ったと

しても， llr，:終的な収支は赤今:になるという結栄が訴される。さらに分)1又林の社会的最適利用を実

現するための追加的な支出を考撤すれば，収支を均衡させる割引事はより低くなる百J能性がある。



195 

そのような低い制引離が社会的に符認されるか訴がを明らかにすることが今後の謀越である。も

し，不確実性の存夜と森林の外部性の存在全考躍しでもなお，割引率が収支均衡割引事よりも高

くなれば，森林整備法人は，分Jj又林の社会的i出血手IJmという効本性の問題と，分Jl又林から符られ

る科ilMlや使議の社会的分配という衡平性の問題をいかに制議するかという厚生経済学の難問に直

閉することになる。

1.はじめに

分I1又j遊林契約とは，土地所有者(J立、下，造林地所有者と呼ぶ)から，それ以外の者が土地を

定期間借り受けて森林経営を営み， 1号られた伐保収読をある比率(以-r，分収率と11子ぶ)で分け

合う契約のことである。契約当事者としてl丸上述の造林地所有者，実i際に造林作業を行う造林

者，造林に要する資金を提洪する造林費負担者の三者があり，三者がそれぞれ異なる場合の犯がj

を三者契約， Jを林殺がi去iHI(負担者を兼ねたり，逃林地所有者が造林者合兼ねたりする場合を二

者契約とH手んでいる。

こうした契約は既に江戸時代の部分林制度に見られるが，その形態ゃ性格はi時代とともに大き

く異なっている(井口(1987)第 I 市:を参照のこと)。今日わが閲で行われている分JI~illi*製約は，

1968年に成;なした分Jl~林特別抗控法 0984年 5 月段終改正)に従うものであり，そのほとんどが

都道府県の森林整備法人および森林開発公司といった公的機関と，林を所有する造林地所有

者との間で紡ばれている O こうした公約機関による分収法林製約の目的は，悶民経済的には産業

としての林業の発展，符mな森林の造成とその社会的絞巡利用，また地域経済的には所得機会の

創造と多閥的だが，本研究では特に森林の社会的J!之適手IJ用の実現にalヨする

この観点からの分収造林挺約の経済学的q1f-質は，赤尾(l993b)，赤地(投稿111)で明らかにされ

ており，理論Jニ，分Jj:Jl造林契約によって公的機関は森林の社会的批適利却を実現できる。ただし

森林の社会的最適利用は，関連する経済パラメータによって変化する (赤鬼 (1993a)第4i存を参

照のこと)。そしてわが閣では， 1960年代以降，立木似略のf低迷と林業賃金本のJ:.昇という状況

して続いてきた。このことは提約当時に定められた森林利用が，今EIでは必・ずしも望まし

いものではないことを暗示する。

さて本棚:兜では，具体的な森林殺事iii法人を取りよげ， IlJJ腿を伐JUJ齢の選択11Jj践に限定した上で，

分JI又林の社会的段地平Ij)刊を論じる O 会問的な傾向として，有川な森林の造成(天然林から人工林

への林被転換口拡大法林)は，現在ほほ終息に向かいつつあり，またこのような拡大m~~( ~了推進

するためのミクロ経済学的根拠も失われつつある。一方で、これまでに造成した人工林をいか

聴し，手IJmするかが森林政策上の大きな課題となりつつある。したがってー分担林においても伐

期紛の選択開砲は，今日の重要な問題の…つである。

以下;続く 2. では，社会的段i自伐JUJ鮪の算出に必嬰なmm現数を音hllUするとともに，将米の

立本:1illi格や林業賃金不，割引事等についてのシナリオー合能不する。 3. で1ま具体的に社会的11~J迎

イ北部齢を提訴する。また，分Jl:Jl林の社会的 ll~;臨幸Ijm を実現する J:で、生じると考えられる森林絵締

法人のコストについて考察する O 以後に 4. では，近年問題となっている森林綾備法人の収支問

題を分Jj文林の社会的故適科用と関連づけて論じる。なお，以下で利月]するデータは，完全な陛名

性の下でmいることを前提に，ある森林綾部j法人から提供されたものである。経営内部資料を提

供して下さった斑名の森林綾備法人に感謝の意を表すとともに，以下では殴名性を保持するため

に，この森林般市!lì法人が所在する府県名合 X lJ1t と 11手ぶことにする。 XV~森林撃事防法人が行ってい

る分i技法林製約は造林地j事件[者と森林綾部iiiミ人(造林資負担者鍛造i*者)による二者契約であり，
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分i担率は造林地所有者が4，森林整備法人が6 (…部の林分では 3: 7)であり，伐期齢はスギ

40年，足ノキ45年となっている O

2-1. ~!UIH対数の計測

① 造事f林費用

2.計測とシナリオ

造林，下刈等のi去脊林費用(円/ha) を賃余(1ヰ/日)と IT百~1t (ha) の関数として(一斉1¥は

賃金のみ)， 線形悶帰式を通常の最小二乗i1ミで推定しt.:.o 推定は結果は宏一 iに示されている。

データは，脊林賃金格に1965-91年の林家経済訪日査報告書による南関東・東海.TfJ近畿 (19701¥':

以前は近畿)地域の雇用賃金支払い簡と年1m躍周延べ汀数のデータを法に訴し/1:¥した i日当り離別

を加い，それ以外はX県森林綾{持法人のデータをmいている。なお， 1去脊林費用問数の独

立変数を賃金，iiIT樹， J忠利条件とし，樹撞ffl:の推定と1討議il2rVJIJしない推定も行ったが，全ての

林齢別背林関数の:jHl定において樹糧法分， J鋭利条件は統計的な布設性が見られなかった。またX

l決議林整備法人では，収入間伐を i 悶(スギ281:j~， ヒノキ33年)行うことにしている。しかし，

現在のところその収入(あるいは間伐費用)のデータがないため，ここでは収入間伐の収支をゼ

ロと惣定している。

袋一 1 j髭T守林~~府関数の計ìJllJ

施業種 賃 金 総数郎総 枝打'jfil機 定数以 機ヨド数 R' 
(I~山~

0.099379 -2.5682 78.171 119 0.90123 

(31.908) ( -1.6029) (1.0135) (116) 

下刈(1 ~年日) 0.010937 -1.8162 53.675 119 0.30378 

(6.4397) ( -2.1618) (1.3267) (1l6) 

下刈(2年生) 0.016233 -2.1579 36.711 119 0.35117 

(7.3032) ( -2.0188) (0.128) (116) 

下刈(3年生) 0.016650 -1.77190 15.765 U9 0.47575 

(合.9965) ( -1.0164) (0.4301) (116) 

下刈 (4SF~) 0.015267 -0.21241 18.665 119 0.49098 

(103748) ( -0.33080) (0.6056) (116) 

下メIj (5年生) 0.011499 20.797 108 0.36349 

(7.7794) (0.7505) (106) 

下刈 (65F住) 0.0046568 -0.42035 69.780 105 0.15639 

(4.0917) (-0.83230) (2.9672) (102) 

.ード 刈 (8ijo!:U 0.01150 1.4025 9.1274 76 0.51562 

(8.3986) (2.1480) (0.4860) (73) 

除伐他(1l5F':l::) 0.033834 -4.6臼01 14.643 -88.063 57 0.38590 

(2.8014) (-2.1428) (5.4467) H.2343) (53) 

校打 OG1学生) 0.086121 一7.6955 15.622 -515.43 15 0.45890 

(2.3840) ( -1.1549) (2.2644) (→.5828) (11) 

UlJ伐他 (205F':l::) 0.09170 -31.903 26.151 -418‘17 8 0.49622 

設()の数伎はt1i立である。



@ 伐出費用関数の推定

伐出費用は，樹磁， 1えよIJ賃金，搬出距離の関数であると見なし，立木市場動態澗悲報告書(年

別樹穂別搬出距離別伐出費用)と労働統計年報 (X県伐出賃金)の1976-90のデータを用いて総

形i回帰式により推定した。結果は，次の通りである。

スギ、 C，=3212.984 + 2.583930 X d十0.5048968Xωc 自由度:49 

(3.046) (6.969) (3.530) R2 =0.6115 

ヒノキ C，.口 730.3972+3.573207Xd十0.9960452Xωc 自由j支:49 

(0.4012) (5.584) (4.036) R2 =0.4012 

ここでC，:伐出費用(lIJ/rri')， d:搬出距離(m)，叫:伐出賃金(円/日)であり， ( )の1rIJはtfi巨を

示している O

Xl思での1990年度の実際の伐出設用とよ記の言!日!IJ;:¥による推定1ft!を比較したところ，推定怖が

過大となった。このため修正係数として y""，=0.7249834， Yヒノキ =0.7019986をC，tこ乗じること

にした。この修正係数は実際の捻出費用の平均値と推定伐IH技用の平均値との比である。

。〉 巡材質別関数の推定

xv県の1990，91年度の実際の述材費用から算出した。ここでは積み込み費用と述材費用を分け

て計測した。ただし，積み込み~JV官は，素材生産去をとの問に明維な相関関係がみられなかった o

このため伐/Hl'i金と比例関係にあると仮定し， 211":開の平均積み込み自'用493.54円/rri'と|可王子均

伐出賃金12，452.5円/日より， f~tみ込み費用口0.03963380Xωcとした O 輸送~()刊は伐出賃金ω"

31若手4・生nffi設υ(rri')，市場までの巡材報車ItdM(km)の関数として

輸送費用=0.21318Xωc十0.18458X u+ 12.371 Xdm-1741. 7 

(0.73027) (1.43899) (2.79619) (自3.7796)

データ数:24 自由度:20 R2 =0.3444813 

と推定された(()の憶はtfilrを訴す)。以上より遮材費用CMは

Cw=0.25281 Xωc十0.18458X u十12.371xdu-1741.7 

と殺される O

2 -2. 利用材税関数の推定

X 県のJj;i(f接表を基に，地{立別林l!i令

別立木材樹を修正指数関数u=kーa

X b(T-凶で推定した。ここで、uは立木

材騎，Tは林齢，丸 α，bは求めるべき

パラメータである O その結来は表-

2 tこ不されている O

森林整備法人での1mき取り捌査に

よれば， JllI.磁去の立木材舶は{まめに

見積もられており，実際の1オ艇の80

%桂皮の数1r在がおされている。また

利用材税は:立木材献の75%と見積も

られる。以上から実際の利用材ー稲V

を， V=uXO.75/0.8=uXO.9375とす

る。

197 

24.4607 

8.52720 

5.40198 

5.82623 

1.82285 

31:.:.1寸~.fl'lのパラメータ

b k 

0.969429 782.2067 

0.971637 698.0959 

0.73623 608.6918 

0.971457 491.4048 

0.965456 379.4478 

表… 2

a 

662.0571 

588.6363 

509.4877 

413.0838 

331.8780 

1
i

ヮ“

q

J

A
‘

p
b

スギ

1

2

3

4

5

 

2.80154 

3.22724 

1.96301 

0.75854 

0.29630 

537.9614 

470.1041 

399.8409 

327.7144 

248.7352 

0.965246 

O.百66413

0.967909 

0.969575 

0.969344 

446.7280 

3百7.3430

342即8082

284.7941 

221.9311 

ヒノ，¥0
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2 -3. シナリオー

① 管林賃金権と伐出賃金容の予tJ!1j

2 - 1でfflいた育林賞金率の時系列データにロジスティック Illl線をさ当てはめて計測した。計測

期間は1965-90であり，結架は以下の通り。

W， 10897.1640 
i十11.351129Xe石て士在汗函認7(t-19函刀 (R2 =0.984137) 

!lL 8 
1.1000 
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一一 E・・・ ・・・・ ・ ・e・..・・・e ・...................................ー・・・・・ 6・・・・・・......‘・・・・・・・・............ーー

1995 2025 2055 

凶-1 脊林賃金ヰきの推移と予測

資料・終林水産省統計情報者1¥r林家経済自白i主主報告J
1主・災対i依l立X県をや;む池主主の{阪を示している。

2085 

一一ーーー・・・ー・・-・・・・・・.H....・・・・・・・・ ・・ ・・・.・w ・-・・・............・・・・・M・・・・・・・・‘・・-・・・・ー...

1980 

一・・‘・・・司宇一. 

2010 2040 

[gJ-2 伐出資金療の:jí(~{多とニ子ìJ!日

2070 

資料:労働大問官房:政策調究部「林業労働者機)JIj-r'!余制資報告|
j主:災*i'ì僚は X~誌の 5 J絞秘的ーの数偵を示している。
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ここで叫:育林賃金率，t 商)訴である。

問機に，伐出賃金主幹もロジスティック Inlñ~jl を~てはめた。データは林業労働者機種別賃金制資

による X県の 5J俄棟計の数fil立であり，計iJ河期間は1962-90であるo

13717.5876 
w， 1 + 11.840970 Xexp […0.1756619 (t -19百円

以上の二つの賃金彩の実績官民と予測fil創立関-1， 

岱立木販売収入の予測

まず会問林i封iiJIJ素材価絡係数 αg

を推定する O ここで仏は立木市場

動態部査報告役にある林齢別素材

部格(1981-91) の不均値 (x，) と，

IL!林素地及び山立木儲格制にあ

るX!鳥山冗水filli1各 (1981-91) 

の平均値 (p勺 より仏口広/p蒋と定

義される。その慨は君主-3に氷さ

れている。表… 3の係数と1990，91年のX絡の指標立木価格を用いて持られる林i世間IJ素材価格の

推定航を，同年の実1I壊の素材価格にあてはめたところ，推定仰は過大となった。これを制整する

ための修正係数として，グスギ=0.94751，グヒノキ口0.67381を算出した。この修正係数は，実|際の

材fllfi1各の平均他と披定値の平均値のjとである。さらに上記林j諮問1の楽材仰j絡係数をi度線でつなぐ。

(R2=0.973442) 

2に示されている O

3 全j主i林ffifi7JIJ素材似i絡係数

35 45 55 65 75 

スギ 1.2846 1.4675 1.7177 1.8681 2.1341 2.8822 

1:::ノキ O.7586 1.1816 1.3973 1.7012 1.8302 2.3645 

注:30年生米織を25if.生、 70年生以上を75年生と兇なした。

これによって得られたX県の素材側格係数は関-3の通りである。

見守材{話陥係数

スギ

3 

2 

キ，ノト〕

G 
25 30 35 刊 45 50 55 60 65 70 75 80 85 90 95 100 

林紛

関-3 林齢別素材側格好ミ数
校:林野庁「五仁木古fIif丹市場動態詩~j資総来報告数J ~ニ J主づき ~?:tB した。

次に指探立木{iUH舎を予測する。これはX!泉・の1980-91のLL!光志木古1Ii格のデータ (LLi林紫地及び

LU5e立木価格翻による)を基にロジスティック出i総で討すl!!Jした。 1980年以降のデータを丹、jいたの

は，j'gj-4に訴されているようにこの時期以降に立木偶格の動向は構造的に変化したとみられる
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資料 :13水不動後研究所町 '-111林議j白及びLU5f:立木似i格訪日u
政:数{邸主食lililの数伎を永している。

立水判{悩紛制州t絡各 '1円工qi， J 
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，+..1，場. I~_I::

l 沢市:j:(H且
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… … w ・.今'. 
後定f波

・・・・.

..' . 

1990 

.............血............町..........................u.........‘.............................................

10000 

5000 

3μ 
1980 2000 2020 2040 2060 

s:n-5 スギ立木価絡の推移と予ifllJ
資料・日本不動産初j究所 ILLi林潔:ll!!.及び111元立水{自i絡紛j

I主・ 5経~tHi自は XW<の数値である。

からである O 結果は次の通りである。なお，tは臨!訴を訴す。

P川 (t)
13298.5063 

1-0.414237 X exp [ -0.1241219 (t-1980)] (R2口 0.7405172)

37703.3174 pヒノキ (t) 口 (R2 =0.6829707) 
1-0.212250 Xexp [-0.2850539 (t-1980)] 

以上の指標立木儲格と推定植が，間一 5，6に訴されている。

① ロジスティック曲線によるシナリオの意味

2080 

ここで，ごつの賃金率およびスギとヒノキの指擁立木価格の時系列データをロジスティック出
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間一 G ヒノキ立水制ji怖の鍛移と予測
資料:日本不ifi}J絞研究所 rlll林系企j也及びILiJeIl:本側給制j

a: ~，災なHí貨は X訴しの数{汽である。

線で泣似し，それを?将来に延長するということの背後にある考え方"をゆjらかにしておこう。ロジ

スティック Illl~設を用いれば，これらの数値はやがては一定の上限縦あるいはγ限舗に収束する。

実|務に将来の1i1li絡がどのような変化を示すかをIy抗議iに予測することは不可能だが，現在の諸条件

や講逃が将来もfilたれると仮定し， Tli場をi現じて捕婆とlJt給の調整が行われるならば，一定の条

件の下で経済は均衡定常状態にi以来する。ここでは，このような構造の不変性と定常状態への収

束が想定されている。

@ 割引事の設定

X V;~の森林整備ij法人の諸事業は， ).誌林j魚、

金融公雌(以下，公庫と略述する)からの融

資 (3.5%の複利で契約の時期jによって据鼠

期間と(元利均等)償還期間が異なる。

4参照。)と!茶長期借入金 (3.5%の単科で

利据{校期間 35年。(先手Ij均等)償還期間 5

年)によって行われているo すなわち，

林に関わる夜接経~l(は公Jill からの融資によっ

て，ぞして管理問や公僚への利子支払いは県

)
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からの借入によって賄われている O …ブJ，i泣i趨伐j剖柿等を算出するためには.lii…のニLニークな利

子彩が必裂であり，以上のような複平IJと単手Ijのニつの利子準から， X鈴森林整備法人が用いるこ

のような利子事を求めねばならない。いま公践の手Ij子率をr，据i設終了年をα，償還終了年をb，

森林の伐期齢をTとする。 1ji利の県の利子事もまたrで、ある。公庫のl:rt滋は:Je;j'IJ均等，そして県へ

の的還は伐採収銃発生時点での元手IJ…括償還とする (X県森林整備法人は伐採i民主主以外に公庫へ

の利子支払い及び償還の財源はない。このため県長期借入金の償滋条件によらず，県への俄還は

伐採I1又識が発生するまで県長期{昔入金によって碍・ひtJ!11"われるものと想定している)。 以上の設定

の下で，樹林時点マの借入金に対応する利子率ρは
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'gl)g I~千1

0.035 

0.03 

0.025 

0.02 

0.015 1-

0.01 
40 50 60 iO 80 90 100 11 0 

伐見)jliif，

(di 
(C) 
(b) 
(a) 

ほ 7 1Jt則的と;l対日I，{{，

] (1/'/')_1 

される。この式から，去一 4 に対応する XU11ょ森林毅1jfìirl~人の利子ネを計すると， I必…?の

ようになる。ただしこのほ!で示された利子事lム植林時点で、の公J4Iの借入金に対応している

ブi，公J4i:からの借入金は育林過程でも発生する。 し/たニがつてXl路早思a森1村林イ本;主惣主伝怖備i白j討i法去人にとつての実質的

な利子

的右な?利子子仰E率卒彩t の j上~.I限i浪民 lは土 0 ， 035で、与与'えられる ο …一.ブ方)， 下i限浪はイ伐えj矧羽i拘b愉令lにこ1l衣〈イ子する O このように X県森林

綾倣法人がJfJいるヰ1....0)ユニークな利子中 (.1:)、下，単に割引率と 11手ぶ)は，総体i時点及び脊林過

程での借入金額によって決定される。 rYlらかなことは，その iニ限と下関だけマある。このためシ

ナリオとしては，割5[i:{さに複数のケ…スを ることが適切であるのここでは， 0.035， 0.03， 

0.025. 0.02， 0.015， 0.01.の 6つの割引本会則いることにする。

なおここでは能引黙の上I~良を 0.035 としたが， v患が借り入れ期間の をめなければ者tiiJl

はそれ以上となる可能性がある。…ブjで梨111(1992)が論じているように，過公 20年間の!日jに人々

の11則子が変化し，森林の外音Iltl:に対しでより大きな支払意志艇が支払われ縛る可能性があるとす

れば，社会的に11立j盛令森林寺iJJ1lの実現のために，i';)市や時しj乏期lWl'入金の利子事はより抵く設定さ

れるべきで、あるかもしれなし、残念ながら B このような現実および絞済理論J二の議論に対して，

i列締な間平与をするだけの準備はない。このため，ここでは考えられる惚数の割引取を設定するに

とどめる。

XY快森林整備法人の近年の年当たり

00円/haである。ここでは，今後とも

を含む)をその経常'耐fl'tで|徐すると 15，0

はこの水準で、fff~移ずるものと想定する。
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3.社会的最適伐持liMi

3…1.定式化

ニこでlは土森}キ材林ド付休i宇〈の外音剖部1¥'日'1悦l
ものとする O すなわち市j場劫利子率 4会~r山:H ， XV県京.森林撚f備jポ拘I出jω幻法:人が}用羽いる割引率をr (<I~H) とし，現在

から4将守米にわたつてあiるる森林カか、らf科得;号トられる利il尚際問2当iの現在制倒釧l日H鈍il点!在{の総干和利[日1(以以、下， 持単1に利i潤F問!と!呼i呼予ぶ) をV

とすれiば;1:'， V(r) -V(rM)は，この森林の外部性iこ対して社会が支払ってもよいと考えるIj三詑支払

を去しているかくr，l1ならばV(r)> V(r:，r)となることは， 1ili論を参聞のこと)。

さて，現私生育111の林 bの林分の社会的i法適伐j務総は，次のFAUSTMANN式をW(くことによっ

て得られる。

Im?jnlizef(?うe-r(7'--bl -f l'c(t) e-dT
-b) + V(7) e -， r(1'-b) 

ここで1(7)¥土問料i協での伐採Jlx.説，c(t)はt林約で要するi出賀市，そしてV(T)e・r(T-b)はT;!キ齢で

伐採した場合にそれ以降この林地から 1~+ られる手!J ill\j の現布保li似の給手1I'â:訴している。

3 -2， 1，誌利融資のミクロ経済学的根拠

J~，の設定から明らかなように，本研究では鵠引率が家袈!な意味をもっている。それは分収林の

社会I'I'~JI立適利用を実現するものと見なされており，また，rjT場利子学よりも 1!1いニとが仮定され

ている。実際， i浦部で割引率を設定する|禁に JIJ いた公l取ならびに県長期fI~'入金の利子本は， TiT 111 

銀行の利子ーネよりも抵い水準に設定されている。しかし，いかなる根拠によってこのようなほ

利融資が社会的に認められる(あるいは求められる)のであろうか。この点について，ここでは

ミクロ続i斉学的な観点から次のこを指摘しておく。なお，ここで特にミクロf針斉学的な蹴j主と

mu主したのは，本{IJfヲピが森林の社会的11立適利Jlj'a:論じているためである。

きて公的1玄関による低利融資'a:正当化するのは，一つは社会における不{i'{11実牲の存干Eであり，

もう 鳴っは森林の外資1¥性の存である。

不1ini提出;が存在し，しかも完全な保険rIi坊が社会に有:砲しない場合，人々は危険liil;践的に行動

することになり，そこで用いられる制ヲ lネはパレ…トの芯~IIほで泌が効率的に利JIJ される水準よ

りも向くなる。したがって資~JJj{の効率的な利用を iヌi るために，政府は実際l二社会で問いられてい

る手!J二子事よりも低い利子率(それは総定的なJI又誌が保説各れた安全資慌にmいられる利子市であ

る)による融資を阿ることが正当化される(これらにW，jする自主将Jな議論i主人民FWWand LrND (19 

70)を参照のこと)。

また，森林に外吉IWJ:が存在する場合，そしてその公説的サ…ピスの供給量が林Hl~~のJ:lú )JII関数で

ある場合，社会的段通{り哲jfli告は森林所有者(あるいは森林の外部性を考臨しない続済主体)の

i謹伐Jl)j荷主よりも長くなる。これに対して公的絞悶が低利の融資受行うことによって，森林iijf有

のi副題伐JtJj齢を社会的'M迎伐如意;}にャゴ女させることができる。なお，このことは問時に社会が外

吉IWI:の対側を森林所有殺に支払うことを床する(これらに関する厳絡な議論は亦l{i(1993a)第

4殺を参照のこと)。

公脱の造林融資は，以上の二つの理FlJから支持される。また，県長期借入金については，森林

がさまざまな性質の外部Í'/~:を;有しており，この中には水源ìfJBをや IW也災害j坊 IIニといったj也 j或公共

l!iと見なされる公詩的サ…ピスが含まれていることが根拠となる。つまり，地域的な森林の外部

性に対応するものとして，県長;詩情入金はlE~1とされゐ。
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3-3 計算結染及び考察

X 県森林綾備法人が経常する644の林分について，社会的最適伐Jm齢を計弊した。計算時点はi

991年度期米であり，社会的最適伐nJJ齢は1992年度J1W，院からの利i関(1991年度時点での評lilfi)が

役大となる伐期的を示している。なお，現存する森林が伐採されたあとに得られる利潤 (V(T)) 

の計弊は，賃金~ム指標立水制li格を一定として，これらのi以来悩を用いている。

5はその計算結果を訴している G すでに述べたようにX県森林整備法人における分Jlx.造林

契約では，伐JUl齢をスギ初年，ヒノキ45年としている。これに対して百十鉾結染は，考えられるさ

まぎまな割引等に対して，多くの林分で説契約の伐期i給lま分収林の社会的最適利用という点で適

切ではなく，伐Jt脱会は延長されるべきであることを去している O

伐jifj齢の延授には契約当事者の合意が必要マあり，造林地所有者が来たしてそれを認めるかと

いう I1JiJ/1lが':Eじる。一般にj訓示Jili所有者の主観的割引然は森林整備法人の餅引率以上であると考

えられる O その主たる理由は造林地所有者の外者IW1:に対する許制liが森林綾部j法人よりも低いため

である(このことは赤尾(1993a)第4]告のそデルそ用いて理論的に示すことができる)。もし割

引事が異なると，造林地所有者は将来の伐掠収議や分JI又金を森林綾備法人よりも低く許制目するこ

とになる。このため現契約における伐期齢の分Jlx.金の現夜価値が，延長された伐知j齢における分

収金の説記儲他よりも大きくなるかも知れない。このケースでは造林地所有者は伐!樹齢の延長を

認める代わりに，分Jlx.金の前払いを袈求する O その金額は，少なくとも現契約で1守られると考え

られる分Jlx.金以上の額となる。ぞれが，伐矧輸を延長して得られる分j試金を森林捺備法人の割引

表… 5 分JI文林の社会的役巡伐j切Ist

0.03 0.025 

ス'¥':

伐j初出; 材J分数 伐期総 林分童文 伐JVJ申告 林分数 伐WJ指令 林分数 {主将Ijt悩; 林分数 林分数

-999 104 -999 ~8 -999 5 -999 。 -999 。 -999 。
，10 ? 40 88 98 2 113 130以上 248 

41 82 89 2 99 i 114 36 

43 83 2 90 6 100 5 115 65 

45 40 84 50 91 54 101 23 116 60 

80 50 85 80 92 92 102 108 117 47 

81 39 86 54 93 69 103 78 118 37 

82 11 87 12 94 17 104 22 119 2 

95 2 105 9 

f1i:JUJt愉林分数 f1i:JUH給林分数伐JUJ指令林分数伐JUJHYil 林分数伐WJ何?林分数伐期総体分数

…999 60 -999 17 -999 ワ -999 。 -999 。 -999 。
52 55 367 84 23 94 25 104 2 122 4 

53 104 80 11 85 J89 95 183 105 22 123 42 

54 111 81 86 146 96 143 106 73 124 71 

55 116 87 35 97 43 107 9<1 125 90 

88 98 2 108 85 126 67 

109 56 127 50 

110 H 128 32 

111 15 129 25 

112 5 15 

396 396 :196 396 39日 396 
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当主でjtiljりヲiいたものよりも大であれば，社会的i郎副主JUlI協の実現のために森林整備法人は現契約

以上のコストを支払わねばならない。

5で(えj羽il伶が-999と示されているのは，今後の育林投用を考磁すると，いかなる伐期tuYi

を採用しでも手IJil¥¥]は負となることを去している。このような林分の社会的続適利用については，

次の 4つのケースが考えられる O φ脊林投資を斑ちに停止し，伐採収益がとなるある伐期齢で

伐採してその後放置する o 窃もし伐採j収益が常に負ならば永遠に戊採しない(以上，森林の外部

性が存在しない場合)。 ①森林の公括的機能を損なわない散小m~の施業を行いながら， 1伐北探j収i鼠又主読在
がj正Eとなるあるf伐えj期明齢で伐;採采を繰り返すο5ωDもし伐J採来i枚|ほ又説が常に鋭ならiば;):"j永'Kυj迷玄に伐J採来しない(J:)、
J上二，外音剖部1;性が存夜するj場揚合)九οj幻J

契約当司事手者者aである造4林水地j所9好?有f狩者の合2窓5芝tが必必、嬰である ο 施設の疎放化によって伐採JI又誌が減少する

(特にφ，Gじではゼロとなる)から，造林地所有者はこのような施梁の変斑に対して補償を;Iとめ

ることになる。したがってこのような林分についても，森林務備法人は分収体の社会的段適利用

の実現のために追加的なコストを支払わねばならなくなる可能性がある O

以上，差是-5の計算結巣からi尊かれた考察は，分JIY.1本の社会的段通手IJ)IJを実現するために，森

林毅明言法人は現契約以上の支出(分収金支払い)をしなければならないIiJ能性があるということ

である。

次に分I1又林伐採f去の林lむについて検討しよう。社会的j訟j盗伐期的の計算では，同時に分収林の

6 第 21m釘以降の1Mえによって林地自]j僚がヅラスと必る林分数

者IsI'f~ 0.035 0.03 。町025 0.02 0.015 0.01 

スギ 0 。 。 6 233 246 

(1}~ iVü 

伐 } 則 的 林 分 数 伐JUH愉林分数 fJi;J刷出材;分数

102 113 130~~， J'. 246 

103 114 33 

115 64 

116 58 

117 44 

118 31 

119 2 

1こノキ 。 合 。 60 :379 381 

{北j削除林分数伐JUlIf!吉林分数伐JUli給林分数

94 日 104 2 122 

95 35 105 22 123 42 

96 u 106 73 124 71 

97 3 107 94 125 90 

108 85 126 67 

109 65 127 50 

110 35 128 32 

111 12 129 25 

15 
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伐採後に林地から得られる利 ir~l (林地価値)を している。計鉾結糸は表-6に訴されている O

これによると割引事が0.025以上では，すべての林地において林J1l!.iil日航がゼロとなる O このこと

は， 0.025以上の主観的割引ネを持つ;造林地所有者は，契約終了後林地を放寵することを訴l捜する。

またそれ以下の史観的割引率を持つ造林地所有者の場合i 地位及びj也手IJ条件の惑い林分は放5ま
される可能性がある。

ただし，この予想、にはいくつかの常設点があるの第 iにここで用いている摘林のql(府間数は拡

大:ili林のものであり，符造林ではより低い費用しか必要でないかも知れない。 第2に，林地のiilli

fぬを求めるために用いた立木側絡や投金事のシナリオはかなり悲観的なものであり， J査林地所有

者は必ずしもそのような悲観的な兇過しを持たないかも知れない。第 3に， J虫干ぎ林にi期する各種

総助金の存在や， J倒木地所有者の背林技術， 自家労働報倒見総額の水準，そして立木伽格の変動

に対する弾力的対応(関述する議論は，お民AZEEand MENDEIぷ )N(1989)会参照)によって，林

JllJ.iilfi1i!'Iはプラスとなる可能性がある。したがって，この議論は慎重に行うべきである O しかし，

そうした袈潔を考胤にいれでもなお分Jl:x.造林終了後，少なからぬ林分で林j哉の位置が生じる T1J能

性は諮定できない。

このような放霞林分において外部不経済が発生する場合，しかもその発設を防ぐために袈する

費用が外部不経済の許制i額よりも小さい場合，林分の放践は森林の社会的役適利用の観点から問

題で、ある。したがって，このような林分を管喫することが公的機関には求められる。もしそれが

森林殺舗法人に{壬されるならば，このことは，分収林の社会的i財産利用のための新たなコスト会

森林務~iiì法人に課すことになる。

4.森林整備法人の収支問題と分収林の社会的最適利用

表 7 Jlxx試算

単位 PJ/h日

0.035 976，771 2，3t15，722 1，147，270 -2，51G，221 

0.0;) 1，311，702 2，345，722 1，498，166 -2，532，18G 

0.02;) 1，879， 7G2 2，3t15，722 1，754， 70t1 -2，220，GG4 。.02 2，746，臼21 2，345，722 2，002，417 1，601，218 

0.015 4，266，446 2，345，722 2，319，639 …398，915 

0.01 

ii::余1ir[l;l:'91年!交期末における1見布市li1ilなで苦毛糸されている。

年度の現夜filfi1n白表示。以下ーでは最終収支と 11ヂぶ) を

森林整備法人の資金調達は，公庫及

び府県からの{if入金にその多くの部分

を頼っている。 開(l986a，J98Gb)は，

この借入金の返済が総めて関車jfとなっ

ていることそ森林整備法人の位大の問

胞としている。また柴LLi(1993)は，森

林整備法人の厳しい収支見通しの事例

を報告している。ここでこれらの明党

にl桁哀して X県ー森林強制ii法人の収支予

想、を示しておこう。

7 ，ま， ~ilJ iJ I皐をパラメータとし

て個々の林分が社会的役適伐期的を掠

j話した場合の事業終了時のl訳文 (1991

したものである。これによると森林整備

法人がよ足立ドを計上するには， 0.01税}交の訓引事が必要ということになる。このことは紋終収支会

均衡さ仕るためには，伐;ザ}齢を林分怖に創設するだけでは卜分ではなく，極めて{足利の融資が必

要であることを示している。しかも， J-.で:iAべたように分収林の社会的l1ii3車利用を実現するため

の迫力n的なコストが発生する可能性があるから，このことを考践すると最終収支均衡割引率はさ

らに低くなるかも知れない。

そのような低い鱗引事を社会がl~午容するか汚かは， 3 -2で述べたとおりである。したがって，
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第iに不確実性と問先liしてARHOWand LrNDが主摂する政!自のf)fJいるべき ¥I;IJ引率の水準，前 2

に森林の外部'1生と関連して森林綾倣it人の経営する分11又林が社会に供給している公益的サービス

の経済iilli1i/lが， I~J らかにされねばならなしL これらの解明は森林政策上，恨めて裂な諜題であ

る。

しかし，以上の点が考慮された割引本も， :lrU冬収支を均衡させるには十分低くはないかも知れ

ない。このと急森林整備法人 iム分JDH1~の社会的批i虫干IJ)lJ問題と収支問題をいかに制挫するかと

いう間胞に院関する。 ~m論的にいえば， 1持者は資ilJ;¥のi!主主主事IJJflという効率性のI}!日也であり，後者

は jを林地所有者と社会の人々(森林整官ìit1~人はそれを代表している)の聞で手1ji!llj や{吏読をいかに

分配すべきかという衡平性の問題である。そして森林猿織法人の間関，すなわちが~~~~tt と衡平性

をいかに制慾するかは，今日のj草生経済学において米だ総定的な符が得られていない現在I11Jである

(奥野・鈴村(1988)第:34 jf.:以1亡を参照のこと)。この問題がJ]¥論的に}昨日とされるまでは，分11>1.*本

に関する意思決定は慎滋に行われねばならなしミ。少なくとも，収支問題の解決のみにとらわれて，

分11X林の社会的JI立地利j刊の観点が然視されることはあってはならない。なぜなら分11又造林契約の

目的の…つは，森林の社会的最適手1jJf:Jの実現にあるからである O

[補論] 割引率と利潤の関係

ここではr<山ならばV(r)> V(r"，)であることを証明する。低限計図tl期間の手IJilj¥1故大化1l!J題は

次のように定式化される。

maximize V(r)ロ J0' (f，-c，)e-rtdt 

If"c，1 

subject to (f" crl EQ， 
ここでJ，Ctはそれぞれt時点での滋LI1織と投入簡を表し， Q，は R!の有界音1¥分集合で与えられる t

11守点の技術集合であり，投入ili'iIHのuJ能額を表す。

この限開1総治か、らf将得与与eられるi最之大手科|日Jil摂閥i控持E場!をを'V車(，什川rけ柑う)で表し， 対抗昨此、:汁4

とする G 検討されている利子率の純問rE(rfllfll' rm(u;) において

。<V* (r) <∞， 

日(け，c，(r)) EintQ， for any t (Ij'l l(j~!(の仮定)

を仮定する。また，投入gg/H計闘の11111::にはなんら費用を裂しないこと (freedisposaJ)を仮定

するの

次に関数V*(T ; r) i' 

Vホ (T;r) 口 fZ' (f， (け…c，(け)e-"dt 

とす~ひこのとされmr叩V本 (T; r)口'V取(けである。

さでV*(r)をrで微分すれば，包絡MR7主主11及ぴ部分fi'l分によって，

dV*/dr=θVキ/δr口 - f 0' t (f， (r) -c， (r)) e-"dt 

= --fO t (dVホct; r) / dt) dt 

口 -lim，...ro Il:tV*(t;; r)J '{;-H V*(t; r)dt! 
…fO' V中 (r)-V' (t ; r)dt 

ヱコー fO' fアザτ(r)-c，(r)) exp(-rr)d，dt 
ベjルレマンのi故詰必j適車削，性l

|限災の将米にわたるi紋i泣ω主幻j適E遊包投入斑i出封音計計'-1闘H磁ITtは土ゴ非iド::1'負司である O なぜならいかなる投入産出計測によってもそ
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の利ir者が負となるのならば， t I時点tJ、降の投入産出を中止すればよいからである。すなわち

S;" (j， (r)-c，(r)) exp(-rτ) d r ;;;; 0 for any tE [0，∞) 

を得る O さらにV*(r) > 0を考I恕すれば， t口 Oにおいて上の不等式は厳密な不等式(>)で成立

する O このことはdV*(r) / dr< 0を意味する。(証明終了)
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Hesume 

The Profit-Sharing Reforestation Contract and the Social Optimal Cutting Ages. A Case 

Study on a Local Public Forest Corporation 

The local and central governments in Japan have been actively promoted the profit-sharing 

reforestation contract between private forest owners and local public forest corporations 

since 1960. lt is well known that this contract is the useful tool for a public sector to realize 

the efficient use of forest resources and that the efficient use depends on several 

socioeconomic parameters such as the wage rate， the stumpage price， the discount rate， the 

individual preferences and so forth. 1n Japan， the rise in the wage rate and the decline in the 

stumpage price have been simultaneously and continuously obse1'ved since 1960. By cont1'aries 

the contents of the contract has not changed. This suggests that the contract might no long‘e1' 

realize the efficient use as was expected. 

This paper studies data f1'om a local public forest co1'poration under s台veralscenarios with 

the various discount 1'at巴ssuch as 0.035， 0.03， 0.025， 0.02， 0.015， 0.01， which a1'e regarded to 

induce the social optimal use of fo1'est resources. We show that in the context of mic1'o 

巴conomics，the existence of uncertainty in th♀1'eal world and the externality which fo1'est 

1'esou1'ces gene1'ate can justify that these discount rates are lower than p1'evailing market 

lI1ter邑strates. 

We estimate自己ve1'alcost functions whose variables are the site indexes， the distanc日 to a 

market， the future wage 1'ate， and the future stumpage price. Using the functions and the 

scena1'ios including the future stumpage prices and wage 1'ates， we compute the social optimal 
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cutting ages for current forests and the socialland values for the bare lands when the contract 

is finished. The numbe1' of computed forests is 644 and the species are Cryptomeriαjα:ponica 

and Chαmαecyparis obtusαwhich a1'e popula1' for 1'efo1'estation in Japan. 

We show that the cutting ages under the current contracts a1'e much shorter than the social 

optimal fo1' most fo1'ests and that when the cont1'act is finished， the value of ba1'e lands is 

ze1'o in the most cases. The latter implies that the lands will not be 1'efo1'ested by the land 

owner. W巴pointout that in b1'de1' to realize the efficient use of the forests， the local public 

fo1'est co1'poration might have to pay mo1'e to the land owners than the payment under the 

current contract. Furthermore we consider the 1'ecent impo1'tant issue， that is the probl巴mof 

final balance of the corporation. We additionally show that the final balance will yield deficit 

when the discount rate is記qualto and greate1' than 0.015. The important question a1'ising 

from this result is whethe1' such a low discount 1'ate are admi tted socially 01' not. When the 

discount rate is not low enough even if the unce1'tainty and the日xternalitya1'e conside1'ed， the 

co1'poration come to face the difficult problem on welfa1'e economics， that is the balance 

between the efficiency， the social optimal use of fo1'母st1'esources， and the equity， the 

dist1'ibution of profits and/or social benefits among land owners and others in the society. 




